
74 漁業経営安定対策
【３６，３６６（３８，５５３）百万円】

（平成26年度補正予算 ２６，９０５百万円）

対策のポイント
国民への水産物の安定供給を確保するため、計画的に資源管理に取り組む

漁業者に対し、漁業収入安定対策を実施するとともに、燃油・養殖用配合飼

料価格の高騰に備えるセーフティーネット事業を組み合わせ、適切な資源管

理と総合的な漁業経営の安定を図ります。

＜背景／課題＞

・国民への水産物の安定供給を確保するためには、適切な資源管理と漁業経営の安定を

ともに実現していくことが必要です。

・近年、燃油・養殖用配合飼料価格の高騰により漁業者の経営に大きな影響が出ており、

価格高騰の影響を緩和するためのセーフティーネット対策を整備することが必要です。

政策目標
漁業経営安定対策のもとで資源管理に取り組む漁業者による漁業生産の割

合90％（平成34年度）

＜主な内容＞

１．漁業収入安定対策事業 ２３，６９７（２５，２２２）百万円

（平成26年度補正予算 ４，９０５百万円）

漁業共済・積立ぷらすの仕組みを活用し、漁業者・養殖業者による資源管理や漁

場改善の取組に対する補助として、収入額が減少した場合に減収を補塡します。

補助率：定額

事業実施主体：全国漁業共済組合連合会

２．漁業共済の加入漁業者に対する助成 ８，６６９（８，８３２）百万円

漁業災害補償法に基づき、災害等による損害を補塡する漁業共済の加入漁業者に

対して国庫補助をします。

食料安定供給特別会計へ繰入（漁業共済保険勘定繰入分）

事業実施主体：国（食料安定供給特別会計）

３．漁業経営セーフティーネット構築事業 ４，０００（４，５００）百万円

（平成26年度補正予算 １０，０００百万円）

漁業者と国の拠出により、燃油価格や養殖用配合飼料価格が高騰したときに補塡

金を交付します。（燃油については、原油価格が「漁業用燃油緊急特別対策」の発動

ラインを超えた場合、国の負担割合を３／４に高めて支払います。）。

補助率：定額

事業実施主体：一般社団法人 漁業経営安定化推進協会
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４．省燃油活動等推進事業 （平成26年度補正予算 １２，０００百万円）

（１）省燃油活動推進事業 （平成26年度補正予算 ８，０１４百万円

燃油コスト削減を図るため、漁業者グループが行う省燃油活動を支援します。

補助率：定額（漁業者グループが行う省燃油活動の費

用に対する助成率は定額、１／２以内）

事業実施主体：一般社団法人 漁業経営安定化推進協会

（２）省エネ機器等導入推進事業 （平成26年度補正予算 ３，９８６百万円）

漁業者グループが行うＬＥＤ集魚灯等の省エネ型漁業用機器設備の導入に対し

て支援します。

補助率：定額（漁業者グループが行う機器設備の導入

費用に対する助成率は１／２以内）

事業実施主体：一般社団法人 漁業経営安定化推進協会

（関連対策）

水産業の省エネ・低コスト新技術導入加速化事業［新規］ ５０（－）百万円

漁船漁業や養殖業等の省エネルギー・低コスト化に資する新技術の実証を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：

１、２の事業 水産庁漁業保険管理官（０３－６７４４－２３５６）

３、４の事業 水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４１）

関連対策の事業 水産庁研究指導課 （０３－３５０１－３８６４）




